
　　

【政策ごとの予算額等】

政策評価調書（個別票1）

政策名 食品健康影響評価技術研究の推進

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 相当程度進展あり 番号 12-①

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度概算要求額

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）
190,272 194,400 194,400 194,260

補 正 予 算 （ 千 円 ）
-64 0 0

216,850

0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）
0 0 0

計（千円）
190,208 194,400 194,400

「食品の安全性の確保のための調査・研究の推進の方向性について（平成26年12月全部改定）」に沿って、薬剤耐性菌や食物アレルギーのリスク評価方
法の確立、食品中の汚染物質のばく露量推定など、国際的な新たな課題に対応するために必要な研究事業について重点的に予算要求する一方、既存の研
究事業について経費を見直し、予算の減額を行った。

　　執 行 額（千円）
184,184 187,602 186,458

政策評価結果の概算要求
への反映状況



　　

【政策ごとの予算額等】

政策評価調書（個別票1）

政策名 食品安全の確保に必要な総合的施策の推進

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 相当程度進展あり 番号 12-②

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度概算要求額

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）
26,823 27,022 26,751 25,330

補 正 予 算 （ 千 円 ）
-65 -17 -36

45,983

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）
26,758 27,005 26,715

食品安全委員会が行うリスク評価等についてのリスクコミュニケーションについて、食品安全に関する科学的根拠に基づく基礎知識の普及啓発や情報発
信、教育関係者とのリスクコミュニケーションの連携強化、情報提供方法の多様化を図るために必要な予算を重点的に要求する一方、子どもを中心とし
た普及啓発・情報発信の強化について経費を見直し、予算の減額を行った。

　　執 行 額（千円）
19,856 24,738 23,695

政策評価結果の概算要求
への反映状況



　　

番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 内閣本府 -37,410

● 2 一般 内閣本府 -829

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

政策評価調書（個別票2）

政策名 食品の安全性の確保 12

予　算　科　目 予算額 政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計整理番号 項 事項
28年度

当初予算額
29年度

概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

食品安全政策費 食品健康影響評価技術の研究に必要な経費 194,260 216,850

食品安全政策費 リスクコミュニケーション実施経費 25,330 45,983

小計
219,590 262,833

-38,239

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計 0

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

合計
219,590 262,833

-38,239
＜0＞ の内数 ＜0＞ の内数



【見直しの内訳・具体的な反映内容】

12
（千円）

28年度
当初
予算額

29年度
概算要求額

増△減額

● 1 194,260 216,850 22,590 △ 37,410

● 2 25,330 45,983 20,653 △ 829

219,590 262,833 43,243 △ 38,239

政策評価調書（個別票3）

政策名

事務事業名 整理番号

予算額

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)

政策評価結果の概算要求への反映内容

合計

食品の安全性の確保

食品健康影響評価技術の研究
に必要な経費

「食品の安全性の確保のための調査・研究の推進の方向性について（平成26年
12月全部改定）」に沿って、薬剤耐性菌や食物アレルギーのリスク評価方法の
確立、食品中の汚染物質のばく露量推定など、国際的な新たな課題に対応する
ために必要な研究事業について重点的に予算要求する一方、既存の研究事業に
ついて経費を見直し、予算の減額を行った。

リスクコミュニケーション実
施経費

食品安全委員会が行うリスク評価等についてのリスクコミュニケーションにつ
いて、食品安全に関する科学的根拠に基づく基礎知識の普及啓発や情報発信、
教育関係者とのリスクコミュニケーションの連携強化、情報提供方法の多様化
を図るために必要な予算を重点的に要求する一方、子どもを中心とした普及啓
発・情報発信の強化について経費を見直し、予算の減額を行った。
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